
高齢化等に伴う増加等

年金・医療等の経費

自然増（7,700億円）に対し、
制度改革等による削減・合理化

（▲2,200億円）を図り、
5,500億円の増。
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・給与構造改革の
　効果を織り込み
・定員純減につい
　て反映可能なも
　のは織り込み、
　それ以外も編成
　過程で実現

義務的経費

※年金・医療等以外の経費については、一体として見直し、メリハリある要求・要望。
※経済成長戦略推進要望（経済成長戦略大綱に掲げられたもののうち、新規性の高い事業・技術開発等に必要な
経費に係る要望）を行う場合、各省庁の要望の上限に、要望基礎額の100分の２を加算（3,000億円程度）。

平成19年度一般歳出の概算要求基準の考え方
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対前年度
▲３％

対前年度
▲１％

＋

経済成長戦略推進要望（「要望基礎額」×２％）

「要望基礎額」×20％を加算

重点化促進加算
（500億円）

（参考）19年度概算要求基準の増減額
　　　年金・医療等の経費
　　　公共事業関係費
　　　その他経費
　　　特殊要因加減算等
　　　重点化促進加算
　　　　　合　　 計

＋5,500億円
▲2,200億円
▲1,400億円
＋2,000億円
＋
＋4,400億円

20.4兆円
（18年度当初19.8兆円）

7.0兆円
（同7.2兆円）

7.3兆円
（同7.4兆円）

その他

7.5兆円
（同7.4兆円）

4.6兆円
（同4.5兆円）

46.8兆円
（18年度当初46.4兆円）

500億円

その他経費
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